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1. 導入 
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Pacific Partnership, TPP)協定をにらんで、保護ではなく開放政策を前提としつつ国内農業を維持
する方向に舵を切ることになった。そこでは、国際競争にさらされても国内農業が生き残る方策
























安全保障や、コメを中心とした穀物に着目したものになりがちで(Tanaka and Hosoe (2011), Lee and 
Itakura (2014), Hosoe (2016))ある2。コメ以外に注目したものはあるものの、そこでは個別産品に
注目した分析となっていてあまり包括的なものではない。また、農産物以外の食品輸出について
は、たとえば、Peng and Cox (2006)が日本を含むアジアの乳製品自由化についてシミュレーショ
ンしていたり、首藤 (2011)が日本を含むアジア各国の食品産業の輸出競争力について Balassa 
(1965)の revealed comparative advantage (RCA) index を計算したりしている。 
 
                                                          
2 農業に焦点を当てているわけでなくとも、多部門モデル内の 1 部門として農業部門を描写した分析から
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表 1.1: 日本の農産物・食品貿易 [単位: 100 万米ドル] 
出典: GTAP Database version 9a (基準年は 2011 年) 
 








                                                          
3 残り 9%は外食産業向け供給である。 





野菜・ 果樹 1 27 2 2 0 2 1 0 2
畜産 5 59 32 1 0 0 4 0 1
肉製品 4 15 4 6 1 1 18 3 3
乳製品 1 10 4 2 0 0 2 0 3
その他食品 202 1,093 422 553 18 35 134 43 150
合計 214 1,204 464 564 19 38 158 47 158
日本の輸入
野菜・ 果樹 154 35 220 275 23 10 16 2 122
畜産 319 69 28 179 26 13 88 13 145
肉製品 989 47 889 3,788 1,345 2 967 15 1,705
乳製品 8 12 58 213 27 1 399 12 605
その他食品 5,383 1,527 5,587 4,675 2,256 924 3,260 1,757 1,507
合計 6,853 1,690 6,781 9,129 3,676 950 4,729 1,798 4,084
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域の伝統的な生産方法等に基づく品質等の特性を知的財産として保護する地理的表示
(geographical identification, GI)保護制度で認定されている食用のもののうち、74%が農産物であり、
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している。たとえば、Tanaka and Hosoe (2011), Hosoe (2016)では、モンテカルロ・シミュレーシ
ョンの手法を取り入れて豊作と不作の状況を作り出している。Lee and Itakura (2018)では、自由
化が一種の学習効果を通じて生産性の向上をもたらすトレンドを考えている。対照的に、Melitz 
(2003)や Eaton and Kortum (2002)にはじまる企業の異質性を考慮した貿易理論(あるいは、新新貿
易理論)に見るように、一般に企業の生産性は同じ産業の中でも企業間で大きく異なり、それが、
様々な貿易や生産パタンを生み出していることが知られている。 
 こうした Melitz 型のモデルを用いた理論・実証分析では、産業内貿易が顕著な製造業の描写
に注力し、ほとんどの場合で、農業部門は規模の経済と製品差別化がない「同質財部門」として
描写される。しかしながら、Takechi (2015)や Kano et al. (2013)が示すように、農産物は品種改良
や品質管理、あるいは、詳細な等級分類等によって高度に製品差別化されている。そもそも、農
業において生産性分析は一貫して大きなテーマであり、たとえば、アメリカでは農務省が継続的














 このように、農業部門についても Melitz モデルの枠組みがよく合致する。実際、Heerman et al. 
(2015)は、Eaton and Kortum (2002)の枠組みで農産物の貿易自由化の効果を分析している。Rau and 
Tongeren (2009)と Luckstead and Devadoss (2016)が、Melitz モデルを導入した部分均衡の枠組みで、
それぞれ(拡大前の)EU とポーランド間の肉製品自由化、大西洋横断貿易投資パートナーシップ





る。具体的には、内生的に生産性が変化する Melitz 型の CGE モデルを用いて世界貿易モデルを
構築し、日本と各地域・国との間の仮想的な農産物・食品自由化が、これらの国内生産や輸出が
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 以下、第 2 節で Melitz 型 CGE モデルの概要と、そこで用いられるデータとパラメータを説明





 上で示したような理由で、Melitz 型の構造、すなわち、Dixit and Stiglitz (1997)型の製品差別化
と財のバラエティによる規模の経済があり、輸出のための固定費が必要な、生産性に関して異質
性を持つ企業を考慮した CGE モデルを構築する。モデルは静学モデルで、そこでは世界を 10 ヵ
国・地域に区別し、14 種類の財を考慮する(表 2.1)。基本となるモデルは、細江ほか (2016)の一
国開放経済 CGE モデルを世界貿易に拡張したものであり、Brexit 分析のために Hosoe (2018)で
用いたものである。GTAP Database version 9a (Hertel (1997))のデータ(基準年は 2011 年)と代替の
弾力性を用いて、このモデルをキャリブレートして推定する4。 
 Hosoe (2018)では、農業については規模の経済がない同質財部門としていたが、ここでは、製
品差別化と規模の経済のある部門とする。なお、Melitz モデルのために必要な 2 種類のパラメー
タ(企業の生産性分布の形状パラメータ k と差別化財間の代替の弾力性𝜎𝑀𝐿𝑍)については、焦点と
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なる農業部門(野菜・果樹、畜産)については、別稿(阿久根・細江(2018))に示した推定値を参考に
設定する5。食品製造業などの製造業部門については、Hosoe (2018)等の Melitz 型 CGE モデル分




                                                          
5 野菜・果樹は k=2.40, 𝜎𝑀𝐿𝑍=1.98、畜産は k=2.20、𝜎𝑀𝐿𝑍=2.44 とした。いずれも、k+1>𝜎𝑀𝐿𝑍という Melitz モ
デルの係数制約を満たす。 





は補論 A.2 参照。 
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  農産物のみ 食品のみ 
日本  コメ    
中国  小麦    
東アジア(中国以外)  野菜・果樹 x X  
東南アジア  畜産 x x  
北米  その他農業    
中南米  肉製品 x  x 
南アジア  乳製品 x  x 
EU  加工米    
その他欧州・ロシア  その他食品 x  x 
その他地域  鉱業    
  軽工業 x   
  重工業 x   
  輸送    
  サービス    
 
 Hosoe (2018)で用いたモデル構造は図 2.1 に示すように、入れ子型の constant elasticity of 
substitution (CES)関数を用いた基本的な CGE モデルの中に、Melitz 構造を導入したものである。
すなわち、第 r 地域に立地する第 i 部門の第 s 地域への供給(自地域 r へも含む)するバラエティ






 このバラエティ集計財を各地域 s, s’, …から集めて、いわゆる Armington (1969)の合成財𝑄𝑖,𝑟を
  
  




決定と同値であるから、標準的な CGE モデル(たとえば、細江ほか (2016))で用いられるような、





きにしたほかの CGE モデル(例えば、Dixon et al. (2018))では両者が同じ弾力性であると仮定され
て、入れ子が 1 段階に簡単化されている。本研究では、Hosoe (2018)と同様に、𝜎𝑖
𝑀𝐿𝑍に上で述べ
た推定値を、𝜎𝑖
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図 2.1: モデル構造 
 










 日本が表 2.1 中の 8 つの国・地域(その他地域は FTA 締結対象としては考えない)とのあいだで
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個別に FTA を結ぶとして、どのような国・地域とのあいだで、どのような形で FTA を締結する
場合に、輸出や国内生産が増加するか、あるいは、維持できるかを検討する。具体的には、輸出
振興を考えている分野、すなわち、表 2.1 に示すように、野菜・果樹、畜産の 2 分野についての
み自由化する場合(農産物自由化)と、肉製品、乳製品、その他食品の 3 分野についてのみ自由化






GTAP Database version 9a が基準年にしている 2011 年時点で関税率が 10%を下回っていることも
                                                          
7 コメや小麦といった穀物の貿易障壁は非常に高いことが知られているが、これらの自由化については取
り扱わない。1 つには、先述のように先行研究があることと、もう 1 つは穀物部門は土地集約的であり、日
本の土地資源の量を考えれば、部門全体として国際競争力を高めるべき合理性が乏しいことが理由である。
実際、穀物は 2017 年の輸出実績金額上位 20 品目に入っていない。また、これらはしばしば自由化が困難
ないわゆる敏感(sensitive)な財であり、大きな政治的決断なしには関税引き下げは難しいためシナリオとし
て考慮しなかった(Deardorff (2017), Deardorff and Sharma (2018))。 
8 たとえば、初期の関税率が 15%だった場合には、これを 5%に減らすということである。 
  
  







なる(図 4.1)。地域的には、中国、東南アジア、北米との間で FTA を締結すると、輸出の伸びが
大きい。自由化の範囲ごとに見ると、ほとんどの場合、農産物自由化は自由化対象である野菜・
果樹と畜産の両方の輸出を減らす。一方で、対象外である食品(肉製品、乳製品、その他食料)の
輸出拡大に貢献する。食品自由化は、いずれの地域との FTA でも食品輸出を拡大させる(図 4.1)。
とくに、変化率で見ると肉製品と乳製品分野が目立つ。ただし、初期状態(基準均衡)では、その
                                                          






















対象範囲にかかわらず、ここで挙げた 5 つの部門については国内生産が拡大する(図 4.3)。生産
拡大の程度は FTA 対象地域によって異なり、おおむね輸出の変化で見た影響の大小と相関して








 部門別に見ると、どの地域との FTA においても、肉製品とその他食品の拡大が目立つ11。一方
で意外なことに、野菜・果樹のように、日本が期待する輸出品としてしばしばとりあげられる部
門が乳製品とともに最も振るわない。このシミュレーションでは、日本も FTA 相手国も、5 つの
分野で一律 10%ポイントの関税削減という簡単なシナリオを仮定している。しかし実際の関税
削減幅は複雑にデザインされるから、その分だけ各部門の期待される伸びも違ってくるであろ







                                                          
11 なお、やはり初期時点での生産額の違いがあるため、変化を金額で見ると、その他食料の変化が最も大
きく、肉製品の変化はその 1/3 から 1/5 程度になる。付録図表参照。 
  
  




























消費の増加)で評価する(図 4.5)。8 つの国・地域、どれと FTA を締結したとしても自由化は消費
者の利益にかなう。その程度は、輸出・生産の変化について吟味した際に指摘したように、やは
り、中国、東南アジア、北米との FTA の効果が大きく、EU との FTA がそれに次ぐ。農産物自
由化の厚生効果は、全体のせいぜい 15%程度であり、食品自由化に比べると大きくない。家計消
費に占める食品消費の重要性が、この結果に反映されていると考えられる。しばしば、自由化の












































域における地域的貿易協定(regional trade agreement, RTA)の括りを採用することも考えられ、その
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図 4.1: 日本の輸出の変化 [基準均衡からの変化率, %] 
 







































































































  Page 23 
図 4.2: 日本の輸入の変化 [基準均衡からの変化率, %] 
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図 4.3: 日本の国内生産の変化 [基準均衡からの変化率, %] 
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図 4.4: 日本国内の企業数(バラエティ)の変化 [基準均衡からの変化率, %] 
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図 4.5: 日本の経済厚生の変化 [等価変分, 100 万米ドル] 
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補論: 感応度検査 
A.1 農業と食品産業に規模の経済がない場合 
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図 A.2: 日本の経済厚生の変化(農業・食品産業に規模の経済がない場合) [等価変分, 100 万米ド
ル] 
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A.2 弾力性等のパラメータを変化させた場合 
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コメ 5.05   
小麦 2.55   
野菜・果樹 1.85 1.98b 2.40b 
畜産 2.07 2.44b 2.20b 
その他農業 2.54   
肉製品 4.14 3.80c 4.60d 
乳製品 3.65 3.80c 4.60d 
加工米 2.60   
その他食品 1.89 3.80c 4.60d 
鉱業 5.31 3.80c 4.60d 
軽工業 3.43 3.80c 4.60d 
重工業 3.39   
輸送 1.90   
サービス 1.94   
出典: a: GTAP Database version 9a; b: 阿久根・細江(2018); c: Bernard et al. (2003); d: Balistreri and 
Rutherford (2013). 
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MLZ(+30%), ki(−30%), ki(+30%)の場合) 
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付録: 追加図表 
 本文中のシミュレーション結果を、金額の変化(単位:百万米ドル, 2011 年)で表現した主要変数
のグラフを示す1。 
 





                                                          
1 参考: 2011 年の為替レートは、79.81 円/米ドル(Exchange Rates, US Dollar per Domestic Currency, Period 
Average, Rate)、77.72 円/米ドル(Exchange Rates, US Dollar per Domestic Currency, End of Period) (出典: IMF, 
International Financial Statistics)。 
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